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   農業振興地域における農用地区域の除外要件の緩和を求める意見書 

 

上記の議案を別紙のとおり、淡路市議会会議規則（平成１７年淡路市議会規則第

１号）第１４条第１項の規定により提出する。 

 

 (提案理由) 

人口減少・少子高齢化といった我が国が抱える地域農業の現状を認識し、地

域コミュニティの維持や市町村それぞれの土地需要の変化に対応したまちづく

りの推進に向けて、無秩序な開発を誘引するのではなく、市町村の総合計画や

都市計画マスタープラン等に基づく土地利用を図る場合において、農業振興地

域における農用地区域の除外要件の緩和を求めるため、この意見書を提出する。 

 



農業振興地域における農用地区域の除外要件の緩和を求める意見書（案） 

 

農業の健全な発展を図るとともに、国土資源の合理的な利用に寄与することを目的

として「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44年法律第 58号）により、総合的

に農業の振興を図ることが必要な地域を農業振興地域とし、農業振興地域内における

集団的に存在する農地や、土地改良事業の施行に係る区域内の土地など、生産性の高

い農地等、農業上の利用を確保すべき土地として農用地区域が指定されている。農用

地区域では、排水路整備などに国の補助が優先的に投入される一方、原則として農業

以外の用途に使用することが厳しく制限されている。これら農地を経営基盤とする集

落・農業者は、昭和 45年以降、一貫して減少し、都市部に比べ高齢化が進行している

とともに、担い手農家の高齢化等により農地集積も進まず、土地持ち非農家が増加し、

農地の遊休化が進んでいる。これら集落・農業構造の変化により、集落の人的資本の

減少や地域コミュニティの維持、農地の保全に支障が生じている。 

 

国、兵庫県におかれては、人口減少・少子高齢化といった我が国が抱える構造的な

課題を背景とした地域農業の現状を認識いただき、全国的な課題である地域コミュニ

ティの維持や市町村それぞれの土地需要の変化に対応したまちづくりの推進に向けて、

無秩序な開発を誘引するのではなく、市町村の総合計画や都市計画マスタープラン等

に基づく土地利用を図る場合において、農業振興地域における農用地区域の除外要件

の緩和を強く求める。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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